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徳島県特定(産業別)最低賃金を改正決定

－平成２５年１２月２１日から発効－

　徳島労働局（局長　樋野浩平）は、県内の全ての事業場に適用される「徳島県最低賃金（時間額６６６円、平成２５年１０月３０日より発効）」とは別に、特定の産業で定められている「特定（産業別）最低賃金(以下、「産業別最低賃金」という。)」について、それぞれ最低賃金額を改正する決定を行いました。産業別最低賃金は平成２５年１２月２１日から発効されます。
	件　　名
	時間額
	効力発生日
	前年との比較

	徳島県造作材・合板・建築用組立材料製造業最低賃金
	７８８円
	平成２５年

１２月２１日
	現行７８０円から

　８円引き上げ

	徳島県はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金
	８１６円
	
	現行８０７円から

　９円引き上げ

	徳島県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金
	７７７円
	
	現行７６６円から

　１１円引き上げ


　※以下、徳島県造作材・合板・建築用組立材料製造業最低賃金を「造作材」、徳島県はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金を「機械」、徳島県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金を「電気」と呼びます。
＜平成２５年度産業別最低賃金改正の経過＞

　本年６月に労働組合団体より３つの産業に係る産業別最低賃金の改正の申出が行われました。

　７月１０日に開催した第２回徳島地方最低賃金審議会において、徳島労働局長から審議会に対して、産業別最低賃金の改正の必要性について諮問し、産業別最低賃金専門部会を設置してそれぞれ審議することが決定されました。

　９月１０日、第１回目の各産業別最低賃金専門部会において、３産業ともに、「改正の必要性がある」との答申がなされ、９月１８日に開催した第５回徳島地方最低賃金審議会において、金額改正の諮問が行われました。

　その後、各産業別最低賃金専門部会において、公益代表委員、労働者代表委員及び使用者代表委員による審議が重ねられ、１０月２３日までに、全ての専門部会において全会一致により引上げ額が決定し、徳島労働局長に対して答申が行われました。
　徳島労働局では、これらの審議会答申の内容について異議の申出を受け付ける旨の公示を行っていましたが、受付期間中に異議の申出はなく、徳島労働局長は、審議会答申どおりの内容で産業別最低賃金を改正することを決定しました。
＜官報公示＞

　徳島労働局長はこの決定について、「造作材」は１１月１５日付け、「電気」は１１月１９日付け、「機械」は１１月２１日付けで官報に公示し、１２月２１日付けで発効する手続きを進めています。
＜今後＞

　徳島労働局では、今後、県民の皆様を対象に、各自治体への広報誌による広報依頼や経営者団体及び労働団体の傘下の企業・組合員への周知依頼、パンフレットやリーフレット、ポスターの作成・配布などにより、各産業別最低賃金の周知徹底を図ります。

＜資料＞
１　産業別最低賃金の改正答申の概要

	　件　　　名
	徳島県造作材・合板・建築用組立材料製造業最低賃金
	徳島県はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金
	徳島県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金

	適用する範囲
	徳島県全域

	適用する使用者
	徳島県の区域で各産業を営む使用者

	適用する労働者
	上記使用者に使用される労働者

	
	(1)18歳未満または65歳以上の者

	
	(2)雇入れ後6月未満の者であって、技能習得中のもの

	
	(3)次に掲げる業務に主として従事する者

	適用除外される
労働者
	イ 清掃、片付けその他これらに準ずる軽易な業務
ロ 木材の結束・包装・箱詰め又は手作業による木材の研磨の業務
	イ 清掃、片付けその他これらに準ずる軽易な業務
ロ 玉軸受、ころ軸受製造業に係る業務のうち、切削くずの取り除き等の業務
	イ 清掃、片付けその他これらに準ずる軽易な業務
ロ 手工具又は小型動力機を用いて行う組線、取付け、かしめ及び巻線の業務

	
	(4)繊維板製造業に従事する者
	(4)メリヤス針製造業、計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具・理化学機械器具製造業、医療用機械器具・医療用品製造業、光学機械器具・レンズ製造業及び武器製造業に従事する者
	(4)発電用･送電用･配電用電気機械器具製造業、産業用電気機械器具製造業及び電球･電気照明器具製造業に従事する者

	最低賃金額
	時間額７８８円
	時間額８１６円
	時間額７７７円

	答申のあった日
	１０月１６日
	１０月２３日
	１０月２１日

	異議の申出期間
	答申日から

１０月３１日まで
	答申日から

１１月５日まで
	答申日から

１１月７日まで

	官報公示日
	１１月１５日
	１１月１９日
	１１月２１日

	効力発生の日
	　平成２５年１２月２１日

	引上げ前最賃額
	７８０円
	８０７円
	７６６円

	引上げ額
	８円
	９円
	１１円

	引上げ率
	１．０３％
	１．１２％
	１．４４％


(参考)
特定（産業別）最低賃金の審議の流れ
	６月末まで
	各特定（産業別）最賃額改正の申出
	　事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働者について最低賃金を設定することが必要であるとする申出が、当該各特定（産業別）最低賃金の適用を受ける労働者または使用者の全部または一部を代表する者より行われる。

	
	↓
	

	７月１０日
	特定（産業別）最低賃金を改正することが必要かどうか諮問。各特定（産業別）最低賃金専門部会設置
	審議は各特定（産業別）専門部会を設置して行う。
各専門部会委員の推薦の公示

	
	↓
	

	９月１０日
	各専門部会開催、特定（産業別）最賃改正決定の必要性の審議。改正決定の必要性の有無について答申。
	各専門部会にて審議を行い、各部会で改正の必要がある、と答申。

	
	↓
	

	９月１８日
	改正決定の必要性ありの場合、金額改正諮問
	改正する金額について審議するよう、局長から徳島地方最低賃金審議会へ諮問を行う。

	
	↓
	

	９月１８日～
１０月８日
	金額改正諮問に対する
意見書提出の公示
	金額改正についての意見聴取公示

	
	↓
	

	９，１０月
	金額改正審議
	各専門部会にて審議を行う。

	
	↓
	

	１０月下旬
	金額改正答申
	造作材１０月１６日
電気機械１０月２１日
一般機械１０月２３日

	
	↓
	

	１０月１６日～
１１月７日
	金額答申要旨の公示
答申に対する異議･意見の募集
	答申について異議申出受理の公示

	
	↓
	

	１１月１５日

１１月１９日
１１月２１日
	改正決定の公示(官報)
	発効日を指定、１２月２１日とする

	
	↓
	

	１２月２１日
	効力発生
	


厚生労働省
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